
1.　重要な会計方針

（１）　棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品・・・最終仕入原価法によっております。

（２）　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産除く）・・・定率法

　　　ただし、平成19年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）及び平成28年４月１日以降に

取得した建物附属設備並びに構築物については、定額法を採用しております。

無形固定資産・・・定額法

リース資産

　　　所有権移転外ファイナンス・リースに係る資産・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする

       定額法によっております。

（３）　引当金の計上基準

     賞与引当金は、職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する金額を計上して

     おります。

     退職給付引当金は、職員の退職金の支給に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額

    を 計上しております。

   （４）　消費税等の会計処理

     　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

２．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりです。
（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

33,551,727 9,886,565 23,665,162

35,423,826 22,020,111 13,403,715

2,820,640 837,305 1,983,335

150,337,170 133,819,008 16,518,162

1,804,800 920,000 884,800

154,619,623 0 154,619,623

12,049,600 10,743,355 1,306,245

390,607,386 178,226,344 212,381,042

３.　その他

　　　リース取引関係

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

     リース資産の内容　　　リース資産の内容　　　

　　　　工具器具備品・・・複合機及びセキュリティ管理機です。

什 器 備 品
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